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タイムラインの考え方を取り入れたフェーズ別高潮対応計画を策定 

～東京湾の堤外地の高潮リスク低減に向けて～ 

 

東京湾は我が国の外貿コンテナ貨物の４割を取扱うなど、首都圏の経済活動

を支えています。しかしながら、湾内の交通・産業インフラの大半は、海岸堤

防等で防護されていない「堤外地」に集積していることから、大規模な高潮被

害が発生した場合、国内総生産の４割を占める首都圏のみならず、我が国全体

の経済活動にも支障を及ぼすことが懸念されます。 

一方、高潮に対しては気象予報等を踏まえ、事前に適切な防災行動を取るこ

とでリスクを低減させることも可能です。このため、関東地方整備局では関係

機関との議論を踏まえ、東京湾で高潮の発生が予測される場合の国や港湾・海

岸管理者が事前に取るべき防災行動を、タイムライン（時系列）に沿って示し

た「フェーズ別高潮対応計画」を作成しました（別紙参照）。 

本計画は、国土交通省港湾局において、今年度中に公表予定の「港湾の堤外

地等における高潮リスク低減方策ガイドライン」に盛り込まれる予定です。 

今後は、上記計画をもとに川崎港をケーススタディとして、エリア全体で高

潮リスクを低減するための具体的な施設計画等を策定すべく、検討を進めて参

ります。 
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国土交通省
関東地方整備局

東京湾における「フェーズ別高潮対応計画」



国土交通省
関東地方整備局

時間の
目安

フ
ェ
ー
ズ

行動開始の
トリガー

（気象庁の情報）

人命の安全確保、情報伝達等 物流機能の維持 生産機能の維持 関係機関
との連携

台風最
接近の

１～５
日前

①

台風最
接近の
１日前

②

③

台風最
接近の
半日前 ④

台風最
接近の

６時間
前

台風最
接近の

数時間
前

高潮発
生時

【事前準備・対応】

【段階的な防災行動計画】

情報共有・提供 施設管理の指示 その他

東京湾における高潮時の港湾・海岸管理者の対応例

・潮位予測情報等の気象情報収集
・災害情報の収集・整理
・関係機関との連絡体制確認・情報共有

○来訪者への注意の
呼びかけ（★）

・災害時の通信設備の用意（衛星電話等）
・施設の機能維持・老朽化対策

○水門・陸閘等の閉鎖
（担当施設のみ）
※状況に応じて対応

○公園等施設の閉鎖（★）

○公園等施設の閉鎖準備（★）
○災害対策用資機材・復旧機材等の確認・確保
○自治体防災部局との連携確認
○港湾工事中の作業船等への波浪・潮位情報の提供・注意呼びかけ（工事発注者）

○施設の点検（★）

○危機管理体制の確認

○被災状況収集の
ための事務所待機
（★）

民間企業等

＜被災後＞

○国への被害情報報告

○関係機関（各省庁等）への
応急措置実施の要請・調整

○港湾工事中の作業船等への波浪・潮位情報の提供・注意呼びかけ（工事発注者）

○施設の被災状況の確認

暴風が吹き始める前に防災行動を完了

○気象・海象情報の
収集

1

○移動・退避 ○固定作業 ○動かない資産

○第一次警戒体制（港長等）
※状況に応じて発令

自治体
（防災部局）

国（海上保安部）

○施設の点検（★））

管理委託者

管理委託者

○来訪者への注意の呼びかけ（★）

○第二次警戒体制（港長等）
※状況に応じて発令

○施設内浸水対策
（防潮板、土嚢の設置）
（★）

○施設内浸水対策
（防潮板、土嚢の設置）
（★）

★：施設管理者（指定管理者含む）

民間企業等

国（海上保安部）

防災行政無線、自治体
メール、ホームページ、
テレビ、ラジオ、広報車
等による避難準備情報

管理委託者

国

国

○移動・退避 ○固定作業 ○動かない資産

・水門・陸閘等の動作確認
・施設の点検
・ハザードマップ（堤内地・堤外地）の周知（市区町村）
・防災担当者の育成、防災訓練実施
・堤外地の利用者の避難場所確保（市区町村）

青字：気象庁より「特別警報の可能性の言及があった場合」に早めの対応を行う。

○来訪者への注意の呼びかけ（★）

○公園等施設の閉鎖（★）

○港湾工事中の作業船等への波浪・潮位情報の提供・注意呼びかけ（工事発注者）
○水門・陸閘等の閉鎖
（担当施設のみ）
※状況に応じて対応

○ポートクローズ情報の確認（施設管理者）
国（海上保安部）

管理者

強
風
注
意
報高
潮
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意
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暴
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又
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報
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報
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高
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報
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・
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す
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又
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報



国土交通省
関東地方整備局

時間の
目安

フ
ェ
ー
ズ

行動開始の
トリガー

（気象庁の情報）

人命の安全確保、情報伝達等 物流機能の維持 生産機能の維持 関係機関
との連携

台風最
接近の

１～５
日前

①

台風最
接近の
１日前

②

③

台風最
接近の
半日前 ④

台風最
接近の

６時間
前

台風最
接近の

数時間
前

高潮発
生時

【事前準備・対応】

【段階的な防災行動計画】

情報共有・提供 施設管理の指示 その他

東京湾における高潮時の国の対応例

・潮位予測情報等の気象情報収集
・災害情報の収集・整理

○港湾・海岸管理者
及び港湾利用者へ
の注意の呼びかけ

・施設の老朽化対策

○施設点検、動作確認
○災害対策用資機材・
復旧機材等の確認・確保
○自治体防災部局との連携確認
○施設操作に関する関係機関との協議

○施設の点検
○対策設備の点検

○危機管理体制の確認

＜被災後＞

○施設の被災状況の確認

○管理者との情報共有

○TEC-FORCEの派遣

○気象・海象情報の
収集

2

○移動・退避 ○固定作業 ○動かない資産

○第一次警戒体制（港長等）
※状況に応じて発令

国（海上保安部）

○施設の点検
○対策設備の点検

自治体・管理者

○第二次警戒体制（港長等）
※状況に応じて発令

○施設内浸水対策
（防潮板、土嚢の設置）

○施設内浸水対策
（防潮板、土嚢の設置）

国（海上保安部）

防災行政無線、自治体
メール、ホームページ、
テレビ、ラジオ、広報車
等による避難準備情報

○移動・退避 ○固定作業 ○動かない資産

・堤外地の利用者の避難場所確保

○避難場所、避難誘導
に関する手順の確認

○リエゾン体制の確認 自治体・管理者

国・自治体・管理者

○港湾・海岸管理者
及び港湾利用者へ
の注意の呼びかけ

○港湾・海岸管理者
及び港湾利用者へ
の注意の呼びかけ ○施設操作に関する周知（一般）

○注意体制

自治体・管理者

○堤外地及び高所への避難指示（工事発注者）

○港湾工事中の作業船等への波浪・潮位情報の提供・注意呼びかけ（工事発注者）

自治体・管理者

自治体・管理者

○警戒体制

青字：気象庁より「特別警報の可能性の言及があった場合」に早めの対応及び追加対応。

○港湾工事中の作業船等への波浪・潮位情報の提供・注意呼びかけ（工事発注者）

○施設内浸水対策
（防潮板、土嚢の設置）

○施設内浸水対策
（防潮板、土嚢の設置）
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○TEC-FORCEの検討

○ポートクローズ情報の確認
国（海上保安部）

管理者暴風が吹き始める前に防災行動を完了
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